
ストック情報
資産や負債などの一定時点の状態を表します。

コスト情報
人件費や物件費などの一定期間の実績の情報を表します。

予算書や決算書などの今までの公会計とは別に、伊方町の財務状況をあらわす新たな取り組みと

して、次の財務書類を作成しました。

①資産や負債の状況などを表す「貸借対照表」「貸借対照表」「貸借対照表」「貸借対照表」

②人件費や減価償却費などの経費を表す「行政コスト計算書」「行政コスト計算書」「行政コスト計算書」「行政コスト計算書」

③純資産の一年間の変動内容を表す「純資産変動計算書」「純資産変動計算書」「純資産変動計算書」「純資産変動計算書」

④資金収支の状況を性質別に３つの区分に表す「資金収支計算書」「資金収支計算書」「資金収支計算書」「資金収支計算書」

以上の４表をあらわしたものが財務書類と呼ばれ、財務状況確認のための情報でもあります。

財務書類とは

これまでの地方自治体の会計は、家計簿のような「現金主義」を採用していました。
「現金主義」とは、定められた予算の中で現金を支出するため、予算をまとめやすく、現金の
流れのみを把握していたのです。

しかし、「現金主義」では、資産・負債などのストック情報や減価償却費などのコスト情報が
見えてきません。

全ての資産や負債なども把握するため「発生主義」の考え方が導入されました。それが「地方
公会計制度」の始まりです。

きっかけは現実に起こった自治体の財政破綻。
住民への行政サービスの低下を防ぐため、これまでに地方自治体の資産・債務管理に関する

公会計整備推進の法律や方針が示されてきました。

国は地方公共団体に対し、「資産・債務管理」「将来の施設の更新維持管理費の把握」を強く

求めています。平成18年6月2日に「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に
関する法律（行革推進法）」が施行され、同年8月31日に総務事務次官通知にて発生主義の活
用及び複式簿記の考え方の導入を図り、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、

資金収支計算書の4表を整備することが求められました。

また、公共施設やインフラ設備の老朽化が進行し、合併自治体の交付税優遇措置の期限切れな

どによる歳入総額の減少も重なって、それらの更新・維持管理といった公共施設のマネジメン
トの在り方が喫緊の課題となっています。

このような状況下において、伊方町は国の地方公会計制度を導入し、財務書類４表の作成を行
い健全な財政運営に取り組んでまいります。

地方公会計制度のはじまり

貸借対照表

行政コスト計算書

純資産変動計算書

資金収支計算書

伊方町 平成29年度決算の財務書類（一般会計等）

伊方町伊方町伊方町伊方町

財務書類財務書類財務書類財務書類のののの公表公表公表公表

平成平成平成平成29292929年度年度年度年度



貸借対照表を住民1人あたりに換算すると･･･
単位：（万円）

行政サービスを提供する際に発生する支出とその対価として得られた収入が計上され、差額が行政サービ

スの提供にかかった費用となります。ここでは、資産の取得（土地や建物の購入等）の支出や税金や国・

県からの補助金等などの収入は除かれています。

行政コスト計算書

業務活動収支業務活動収支業務活動収支業務活動収支
行政サービスの提供で必要となる人件費や物件費な

どの支出と税収などによる収入が計上されます。

投資活動収支投資活動収支投資活動収支投資活動収支
道路や施設の取得のために支出した金額とその財源

となった補助金などが計上されています。

財務活動収支財務活動収支財務活動収支財務活動収支
支出には地方債の償還額が、収入には地方債発行に

よる収入等が計上されます。

貸借対照表の現金が１年間でどのように変化した

のかを表しています。現金の使いみちによって３

つの区分に分け、どのような行政活動にいくら

使ったのかが分かります。

資金収支計算書

純資産が昨年度よりも増加した場合は、負債

の増加より資産の増加のほうが多かったこと

を示しています。逆に純資産が減少した場合

は、行政コストが多くかかっていたり、資産

の増加より負債の増加が多かったことを示し

ています。

貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計

上し、純資産が１年間でどのように変動したのかを

示しています。

純資産の増加要因には、行政サービスの対価として

支払われる収入以外の税収や国・県からの補助金等

などがあり、減少要因には、行政コスト計算書で算

出される純行政コスト等が計上されます。

純資産変動計算書

貸借対照表（バランスシート）は、会計年度末に伊方町が保有している資産と、その資産を取得するため

に使ったお金の調達方法を表しています。現金の収支に注目するこれまでの決算書では表示することがで

きなかった、伊方町の財産や負債など、これまでの資産形成の結果を知ることができます。

流動比率

翌年度支払い予定の負債額に対して、すぐに支払いに充て

ることの出来る現金・預金がどのぐらいあるのかを示す指

標です。（流動比率＝流動資産÷流動負債）

伊方町の流動比率 ＝ 441.7% 【前年度：377.6%】

純資産比率

現在所有している資産について、現世代でどのくらい既に

支払ってしまっているかを示す指標です。

（純資産比率＝純資産÷資産総額）

伊方町の純資産比率 ＝ 80.1% 【前年度：79.3%】

～貸借対照表の主な分析指標～

貸借対照表(バランスシート)

伊方町 平成29年度決算の財務書類（一般会計等）

単位：（千円）

【資産の部】 【負債の部】

有形固定資産 46,004,825 固定負債 11,068,137

無形固定資産 14,546 地方債 9,730,771

退職手当引当金 1,248,190

投資等 10,142,524 その他 89,176

投資及び出資金 1,280,050

基金等 8,780,898 流動負債 1,059,512

その他 81,576

1年内償還予定地方債

921,574

賞与引当金 84,641

その他 53,297

流動資産 4,680,029

現金・預金 511,998 負債合計 12,127,649

基金 4,148,918 【純資産の部】

その他 60 純資産合計 48,714,275

資産　合計 60,841,924 負債+純資産　合計 60,841,924

借方

未収金

貸方

19,053

地方債の残高や退

職手当などの総額。

将来世代が負担す

る金額。

道路や学校等の整

備の財源として受

けた国や県からの

補助金や地方税な

どの総額。

これまでの世代が

負担してきた金額。

道路や学校など

町が保有する公

共施設の総額。

特定の目的で積

み立てた基金や

出資金などの総

額。

現金・預金と現

金化しやすい地

方税などの未収

金の総額。

将来支払わなければ

ならないお金

ローンの残高等

約127万円

純資産＝

すでに支払ったお金

土地や建物の購入の

ための親からの援助

金や、自己資金等

約510万円

所有している土地や

建物、車など

約482万円

現金や普通預金等

約49万円

有価証券や定期預金等

約106万円

現在保有している

資産の総額

約637万円

単位：（千円）

金額

経常費用 7,797,017

人にかかるコスト 1,576,199

物にかかるコスト 3,396,953

移転支出的なコスト 2,644,136

その他のコスト 179,729

経常収益 582,945

使用料・手数料 96,818

その他 486,127

純経常行政コスト △ 7,214,072

臨時損失 130,301

臨時利益 14,890

純行政コスト △ 7,329,483

区分

移転支出的なコスト

には社会保障の給付

や他会計への繰出金

等が計上されます。

その他のコストには

支払利息などが計上

されます。

行政サービスの直接

の対価である使用

料・手数料と財産収

入を経常収益として

計上します。

物件費のほかに、施

設の維持補修費や減

価償却費が計上され

ます。

職員給与のほかに、

賞与引当金や退職手

当引当金の繰入額が

計上されます。

単位：（千円）

前年度末の残高 47,321,982

純行政コスト △ 7,329,483

財源 8,682,320

資産評価差額 -

その他 39,456

本年度末の残高 48,714,275

単位：（千円）

前年度末の残高 245,382

業務活動収支 2,355,834

投資活動収支 △ 2,088,704

財務活動収支 △ 514

本年度の資金変動額 266,616

本年度末の残高 511,998

前年度末歳計外現金残高 0

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 0

本年度末現金預金残高 511,998



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 一般会計等

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 56,161,895,320 固定負債 11,068,136,689

有形固定資産 46,004,825,023 地方債 9,730,771,077

事業用資産 19,198,140,843 長期未払金 -

土地 6,424,405,278 退職手当引当金 1,248,190,000

立木竹 - 損失補償等引当金 -

建物 27,281,419,571 その他 89,175,612

建物減価償却累計額 △ 14,981,275,175 流動負債 1,059,512,041

工作物 733,796,619 1年内償還予定地方債 921,574,223

工作物減価償却累計額 △ 261,587,850 未払金 -

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 84,640,589

航空機 - 預り金 0

航空機減価償却累計額 - その他 53,297,229

その他 - 12,127,648,730

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 1,382,400 固定資産等形成分 60,310,873,183

インフラ資産 26,351,996,764 余剰分（不足分） △ 11,596,598,029

土地 172,303,597

建物 727,224,320

建物減価償却累計額 △ 458,326,519

工作物 52,959,103,407

工作物減価償却累計額 △ 27,302,477,428

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 254,169,387

物品 2,187,783,578

物品減価償却累計額 △ 1,733,096,162

無形固定資産 14,545,620

ソフトウェア 14,545,620

その他 -

投資その他の資産 10,142,524,677

投資及び出資金 1,280,050,424

有価証券 -

出資金 131,315,624

その他 1,148,734,800

投資損失引当金 -

長期延滞債権 77,017,943

長期貸付金 8,104,596

基金 8,780,898,573

減債基金 -

その他 8,780,898,573

その他 -

徴収不能引当金 △ 3,546,859

流動資産 4,680,028,564

現金預金 511,997,568

未収金 20,165,158

短期貸付金 60,000

基金 4,148,917,863

財政調整基金 3,371,358,273

減債基金 777,559,590

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △ 1,112,025 48,714,275,154

60,841,923,884 60,841,923,884

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 一般会計等

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 7,797,016,621

業務費用 5,152,880,323

人件費 1,576,198,736

職員給与費 1,373,928,551

賞与等引当金繰入額 84,640,589

退職手当引当金繰入額 -

その他 117,629,596

物件費等 3,396,953,086

物件費 1,550,251,740

維持補修費 87,507,784

減価償却費 1,759,193,562

その他 -

その他の業務費用 179,728,501

支払利息 120,491,707

徴収不能引当金繰入額 3,544,191

その他 55,692,603

移転費用 2,644,136,298

補助金等 1,590,670,361

社会保障給付 519,601,817

他会計への繰出金 531,874,720

その他 1,989,400

経常収益 582,944,762

使用料及び手数料 96,817,869

その他 486,126,893

純経常行政コスト △ 7,214,071,859

臨時損失 130,300,970

災害復旧事業費 130,300,970

資産除売却損 -

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 14,890,300

資産売却益 -

その他 14,890,300

純行政コスト △ 7,329,482,529

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目

金額



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 一般会計等

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

前年度末純資産残高 47,321,982,232 59,396,686,193 △ 12,074,703,961

純行政コスト（△） △ 7,329,482,529 △ 7,329,482,529

財源 8,682,319,693 8,682,319,693

税収等 5,785,873,461 5,785,873,461

国県等補助金 2,896,446,232 2,896,446,232

本年度差額 1,352,837,164 1,352,837,164

固定資産等の変動（内部変動） 874,731,232 △ 874,731,232

有形固定資産等の増加 1,888,143,262 △ 1,888,143,262

有形固定資産等の減少 △ 2,095,814,362 2,095,814,362

貸付金・基金等の増加 1,672,446,218 △ 1,672,446,218

貸付金・基金等の減少 △ 590,043,886 590,043,886

資産評価差額 - -

無償所管換等 39,455,758 39,455,758

その他 - - -

本年度純資産変動額 1,392,292,922 914,186,990 478,105,932

本年度末純資産残高 48,714,275,154 60,310,873,183 △ 11,596,598,029

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 一般会計等

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 6,033,658,515

業務費用支出 3,389,522,217

人件費支出 1,575,578,383

物件費等支出 1,656,151,127

支払利息支出 120,491,707

その他の支出 37,301,000

移転費用支出 2,644,136,298

補助金等支出 1,590,670,361

社会保障給付支出 519,601,817

他会計への繰出支出 531,874,720

その他の支出 1,989,400

業務収入 8,478,835,736

税収等収入 5,784,836,688

国県等補助金収入 2,343,668,232

使用料及び手数料収入 94,451,669

その他の収入 255,879,147

臨時支出 130,300,970

災害復旧事業費支出 130,300,970

その他の支出 -

臨時収入 40,958,000

業務活動収支 2,355,834,251

【投資活動収支】

投資活動支出 3,152,783,495

公共施設等整備費支出 1,533,128,380

基金積立金支出 1,324,547,115

投資及び出資金支出 295,108,000

貸付金支出 -

その他の支出 -

投資活動収入 1,064,078,884

国県等補助金収入 511,820,000

基金取崩収入 552,198,884

貸付金元金回収収入 60,000

資産売却収入 -

その他の収入 -

投資活動収支 △ 2,088,704,611

【財務活動収支】

財務活動支出 1,001,414,563

地方債償還支出 943,699,231

その他の支出 57,715,332

財務活動収入 1,000,900,000

地方債発行収入 1,000,900,000

その他の収入 -

財務活動収支 △ 514,563

266,615,077

245,382,491

511,997,568

前年度末歳計外現金残高 0

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 0

本年度末現金預金残高 511,997,568

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高

本年度末資金残高

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 一般会計等

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 7,797,016,621

業務費用 5,152,880,323

人件費 1,576,198,736 　

職員給与費 1,373,928,551

賞与等引当金繰入額 84,640,589

退職手当引当金繰入額 -

その他 117,629,596

物件費等 3,396,953,086

物件費 1,550,251,740

維持補修費 87,507,784

減価償却費 1,759,193,562

その他 -

その他の業務費用 179,728,501

支払利息 120,491,707

徴収不能引当金繰入額 3,544,191

その他 55,692,603

移転費用 2,644,136,298

補助金等 1,590,670,361

社会保障給付 519,601,817

他会計への繰出金 531,874,720

その他 1,989,400

経常収益 582,944,762

使用料及び手数料 96,817,869

その他 486,126,893

純経常行政コスト △ 7,214,071,859

臨時損失 130,300,970

災害復旧事業費 130,300,970

資産除売却損 -

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 14,890,300

資産売却益 -

その他 14,890,300

純行政コスト △ 7,329,482,529 △ 7,329,482,529

財源 8,682,319,693 8,682,319,693

税収等 5,785,873,461 5,785,873,461

国県等補助金 2,896,446,232 2,896,446,232

本年度差額 1,352,837,164 1,352,837,164

固定資産等の変動（内部変動） 874,731,232 △ 874,731,232

有形固定資産等の増加 1,888,143,262 △ 1,888,143,262

有形固定資産等の減少 △ 2,095,814,362 2,095,814,362

貸付金・基金等の増加 1,672,446,218 △ 1,672,446,218

貸付金・基金等の減少 △ 590,043,886 590,043,886

資産評価差額 - -

無償所管換等 39,455,758 39,455,758

その他 - - -

本年度純資産変動額 1,392,292,922 914,186,990 478,105,932

前年度末純資産残高 47,321,982,232 59,396,686,193 △ 12,074,703,961

本年度末純資産残高 48,714,275,154 60,310,873,183 △ 11,596,598,029

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

金額

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

行政コスト及び純資産変動計算書行政コスト及び純資産変動計算書行政コスト及び純資産変動計算書行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 全体

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 65,226,558,513 固定負債 12,570,014,662

有形固定資産 55,556,124,503 地方債等 10,229,469,930

事業用資産 19,883,879,682 長期未払金 0

土地 6,467,731,690 退職手当引当金 1,386,515,000

立木竹 0 損失補償等引当金 0

建物 28,543,077,471 その他 954,029,732

建物減価償却累計額 △ 15,600,621,088 流動負債 1,181,646,455

工作物 733,796,619 1年内償還予定地方債等 1,025,210,682

工作物減価償却累計額 △ 261,587,850 未払金 1,931,832

船舶 0 未払費用 0

船舶減価償却累計額 0 前受金 0

浮標等 2,511,000 前受収益 0

浮標等減価償却累計額 △ 2,410,560 賞与等引当金 96,188,630

航空機 0 預り金 0

航空機減価償却累計額 0 その他 58,315,311

その他 0 13,751,661,117

その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

建設仮勘定 1,382,400 固定資産等形成分 69,483,718,118

インフラ資産 34,468,973,664 余剰分（不足分） △ 12,914,999,072

土地 214,384,722

建物 871,649,631

建物減価償却累計額 △ 532,967,340

工作物 67,382,469,821

工作物減価償却累計額 △ 33,729,781,063

その他 6,393,336

その他減価償却累計額 △ 5,480,016

建設仮勘定 262,304,573

物品 3,333,823,111

物品減価償却累計額 △ 2,130,551,954

無形固定資産 24,137,520

ソフトウェア 22,121,520

その他 2,016,000

投資その他の資産 9,646,296,490

投資及び出資金 737,053,624

有価証券 0

出資金 131,315,624

その他 605,738,000

投資損失引当金 0

長期延滞債権 100,296,969

長期貸付金 8,104,596

基金 8,806,983,489

減債基金 0

その他 8,806,983,489

その他 0

徴収不能引当金 △ 6,142,188

流動資産 5,093,821,650

現金預金 772,651,714

未収金 66,394,376

短期貸付金 60,000

基金 4,257,099,605

財政調整基金 3,479,540,015

減債基金 777,559,590

棚卸資産 1,404,318

その他 1,443

徴収不能引当金 △ 3,789,806

繰延資産 - 56,568,719,046

70,320,380,163 70,320,380,163

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表全体貸借対照表全体貸借対照表全体貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 全体

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 11,504,642,689

業務費用 6,376,155,592

人件費 1,837,196,216

職員給与費 1,610,198,839

賞与等引当金繰入額 98,839,727

退職手当引当金繰入額 0

その他 128,157,650

物件費等 4,236,444,413

物件費 2,058,611,838

維持補修費 89,052,076

減価償却費 2,088,449,889

その他 330,610

その他の業務費用 302,514,963

支払利息 160,404,587

徴収不能引当金繰入額 7,286,737

その他 134,823,639

移転費用 5,128,487,097

補助金等 4,604,000,080

社会保障給付 519,601,817

他会計への繰出金 0

その他 4,885,200

経常収益 1,199,307,811

使用料及び手数料 295,642,025

その他 903,665,786

純経常行政コスト △ 10,305,334,878

臨時損失 130,305,694

災害復旧事業費 130,300,970

資産除売却損 0

投資損失引当金繰入額 0

損失補償等引当金繰入額 0

その他 4,724

臨時利益 15,315,300

資産売却益 0

その他 15,315,300

純行政コスト △ 10,420,325,272

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書全体行政コスト計算書全体行政コスト計算書全体行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目

金額



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 全体

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

前年度末純資産残高 55,321,345,083 68,653,861,746 △ 13,332,516,663

純行政コスト（△） △ 10,420,325,272 △ 10,420,325,272

財源 11,922,077,477 11,922,077,477

税収等 7,917,749,849 7,917,749,849

国県等補助金 4,004,327,628 4,004,327,628

本年度差額 1,501,752,205 1,501,752,205

固定資産等の変動（内部変動） 1,084,234,614 △ 1,084,234,614

有形固定資産等の増加 2,441,463,555 △ 2,441,463,555

有形固定資産等の減少 △ 2,425,070,689 2,425,070,689

貸付金・基金等の増加 1,702,674,448 △ 1,702,674,448

貸付金・基金等の減少 △ 634,832,700 634,832,700

資産評価差額 0 0

無償所管換等 39,455,758 39,455,758

その他 △ 293,834,000 △ 293,834,000 0

本年度純資産変動額 1,247,373,963 829,856,372 417,517,591

本年度末純資産残高 56,568,719,046 69,483,718,118 △ 12,914,999,072

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書全体純資産変動計算書全体純資産変動計算書全体純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 全体

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 9,460,885,435

業務費用支出 4,332,398,338

人件費支出 1,836,315,010

物件費等支出 2,271,468,469

支払利息支出 158,250,302

その他の支出 66,364,557

移転費用支出 5,128,487,097

補助金等支出 4,604,000,080

社会保障給付支出 519,601,817

他会計への繰出支出 0

その他の支出 4,885,200

業務収入 12,012,097,138

税収等収入 7,620,955,868

国県等補助金収入 3,451,549,628

使用料及び手数料収入 293,275,825

その他の収入 646,315,817

臨時支出 130,305,694

災害復旧事業費支出 130,300,970

その他の支出 4,724

臨時収入 40,958,000

業務活動収支 2,461,864,009

【投資活動収支】

投資活動支出 3,459,503,738

公共施設等整備費支出 2,133,534,071

基金積立金支出 1,324,695,667

投資及び出資金支出 1,274,000

貸付金支出 0

その他の支出 0

投資活動収入 1,080,410,884

国県等補助金収入 511,820,000

基金取崩収入 568,530,884

貸付金元金回収収入 60,000

資産売却収入 0

その他の収入 0

投資活動収支 △ 2,379,092,854

【財務活動収支】

財務活動支出 1,216,517,250

地方債償還支出 1,030,576,418

その他の支出 185,940,832

財務活動収入 1,412,786,943

地方債発行収入 1,287,741,000

その他の収入 125,045,943

財務活動収支 196,269,693

279,040,848

493,610,866

772,651,714

前年度末歳計外現金残高 0

本年度歳計外現金増減額 0

本年度末歳計外現金残高 0

本年度末現金預金残高 772,651,714

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高

本年度末資金残高

全体資金収支計算書全体資金収支計算書全体資金収支計算書全体資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 全体

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 11,504,642,689

業務費用 6,376,155,592

人件費 1,837,196,216 　

職員給与費 1,610,198,839

賞与等引当金繰入額 98,839,727

退職手当引当金繰入額 0

その他 128,157,650

物件費等 4,236,444,413

物件費 2,058,611,838

維持補修費 89,052,076

減価償却費 2,088,449,889

その他 330,610

その他の業務費用 302,514,963

支払利息 160,404,587

徴収不能引当金繰入額 7,286,737

その他 134,823,639

移転費用 5,128,487,097

補助金等 4,604,000,080

社会保障給付 519,601,817

他会計への繰出金 0

その他 4,885,200

経常収益 1,199,307,811

使用料及び手数料 295,642,025

その他 903,665,786

純経常行政コスト △ 10,305,334,878

臨時損失 130,305,694

災害復旧事業費 130,300,970

資産除売却損 0

投資損失引当金繰入額 0

損失補償等引当金繰入額 0

その他 4,724

臨時利益 15,315,300

資産売却益 0

その他 15,315,300

純行政コスト △ 10,420,325,272 △ 10,420,325,272

財源 11,922,077,477 11,922,077,477

税収等 7,917,749,849 7,917,749,849

国県等補助金 4,004,327,628 4,004,327,628

本年度差額 1,501,752,205 1,501,752,205

固定資産等の変動（内部変動） 1,084,234,614 △ 1,084,234,614

有形固定資産等の増加 2,441,463,555 △ 2,441,463,555

有形固定資産等の減少 △ 2,425,070,689 2,425,070,689

貸付金・基金等の増加 1,702,674,448 △ 1,702,674,448

貸付金・基金等の減少 △ 634,832,700 634,832,700

資産評価差額 0 0

無償所管換等 39,455,758 39,455,758

その他 △ 293,834,000 △ 293,834,000 0

本年度純資産変動額 1,247,373,963 829,856,372 417,517,591

前年度末純資産残高 55,321,345,083 68,653,861,746 △ 13,332,516,663

本年度末純資産残高 56,568,719,046 69,483,718,118 △ 12,914,999,072

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

金額

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

全体行政コスト及び純資産変動計算書全体行政コスト及び純資産変動計算書全体行政コスト及び純資産変動計算書全体行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 連結

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 66,919,839,061 固定負債 13,190,357,067

有形固定資産 57,568,034,816 地方債等 10,252,797,853

事業用資産 20,749,165,906 長期未払金 0

土地 6,839,387,962 退職手当引当金 1,415,983,028

立木竹 0 損失補償等引当金 0

建物 29,055,805,600 その他 1,521,576,186

建物減価償却累計額 △ 15,786,357,586 流動負債 1,300,642,681

工作物 977,010,379 1年内償還予定地方債等 1,034,417,147

工作物減価償却累計額 △ 338,163,289 未払金 44,774,795

船舶 0 未払費用 25,341,636

船舶減価償却累計額 0 前受金 0

浮標等 2,511,000 前受収益 0

浮標等減価償却累計額 △ 2,410,560 賞与等引当金 122,567,913

航空機 0 預り金 9,694,146

航空機減価償却累計額 0 その他 63,847,044

その他 0 14,490,999,748

その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

建設仮勘定 1,382,400 固定資産等形成分 71,260,828,187

インフラ資産 35,331,226,825 余剰分（不足分） △ 13,286,399,363

土地 262,585,696 他団体出資等分 △ 7,409,769

建物 1,002,455,930

建物減価償却累計額 △ 607,762,476

工作物 68,807,531,138

工作物減価償却累計額 △ 34,434,975,198

その他 6,393,336

その他減価償却累計額 △ 5,480,016

建設仮勘定 300,478,415

物品 4,535,862,625

物品減価償却累計額 △ 3,048,220,540

無形固定資産 233,814,332

ソフトウェア 22,187,993

その他 211,626,339

投資その他の資産 9,117,989,913

投資及び出資金 154,005,265

有価証券 0

出資金 131,915,624

その他 22,089,641

長期延滞債権 100,423,769

長期貸付金 8,104,596

基金 8,860,086,486

減債基金 0

その他 8,860,086,486

その他 1,521,000

徴収不能引当金 △ 6,151,203

流動資産 5,538,179,742

現金預金 1,115,298,363

未収金 88,594,117

短期貸付金 60,000

基金 4,291,320,556

財政調整基金 3,513,760,966

減債基金 777,559,590

棚卸資産 23,352,318

その他 23,557,579

徴収不能引当金 △ 4,003,191

繰延資産 - 57,967,019,055

72,458,018,803 72,458,018,803

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 連結

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 13,691,452,280

業務費用 7,290,700,569

人件費 2,264,353,026

職員給与費 1,957,444,234

賞与等引当金繰入額 123,362,010

退職手当引当金繰入額 2,201

その他 183,544,581

物件費等 4,670,201,495

物件費 2,201,546,897

維持補修費 89,109,649

減価償却費 2,194,291,980

その他 185,252,969

その他の業務費用 356,146,048

支払利息 160,826,602

徴収不能引当金繰入額 7,504,197

その他 187,815,249

移転費用 6,400,751,711

補助金等 5,862,347,450

社会保障給付 519,637,428

他会計への繰出金 0

その他 18,766,833

経常収益 1,808,976,090

使用料及び手数料 413,842,474

その他 1,395,133,616

純経常行政コスト △ 11,882,476,190

臨時損失 130,316,530

災害復旧事業費 130,300,970

資産除売却損 0

損失補償等引当金繰入額 0

その他 15,560

臨時利益 17,205,271

資産売却益 0

その他 17,205,271

純行政コスト △ 11,995,587,449

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目

金額



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 連結

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

前年度末純資産残高 56,603,496,479 70,422,046,360 △ 13,818,549,881 0

純行政コスト（△） △ 11,995,587,449 △ 11,995,587,449 0

財源 13,620,895,476 13,620,895,476 0

税収等 8,721,966,423 8,721,966,423 0

国県等補助金 4,898,929,053 4,898,929,053 0

本年度差額 1,625,308,027 1,625,308,027 0

固定資産等の変動（内部変動） 1,092,950,069 △ 1,092,950,069

有形固定資産等の増加 2,522,516,308 △ 2,522,516,308

有形固定資産等の減少 △ 2,497,534,746 2,497,534,746

貸付金・基金等の増加 1,704,876,562 △ 1,704,876,562

貸付金・基金等の減少 △ 636,908,055 636,908,055

資産評価差額 0 0

無償所管換等 39,455,758 39,455,758

他団体出資等分の増加 0 0

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 △ 7,409,769 △ 7,409,769

その他 △ 293,831,440 △ 293,624,000 △ 207,440

本年度純資産変動額 1,363,522,576 838,781,827 532,150,518 △ 7,409,769

本年度末純資産残高 57,967,019,055 71,260,828,187 △ 13,286,399,363 △ 7,409,769

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

他団体出資等分



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 連結

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 11,591,469,556

業務費用支出 5,190,717,845

人件費支出 2,267,588,607

物件費等支出 2,645,251,619

支払利息支出 158,672,317

その他の支出 119,205,302

移転費用支出 6,400,751,711

補助金等支出 5,862,347,450

社会保障給付支出 519,637,428

他会計への繰出支出 0

その他の支出 18,766,833

業務収入 14,231,806,725

税収等収入 8,425,172,442

国県等補助金収入 4,297,612,691

使用料及び手数料収入 411,476,274

その他の収入 1,097,545,318

臨時支出 130,305,694

災害復旧事業費支出 130,300,970

その他の支出 4,724

臨時収入 44,124,531

業務活動収支 2,554,156,006

【投資活動収支】

投資活動支出 3,577,342,483

公共施設等整備費支出 2,251,261,523

基金積立金支出 1,326,080,960

投資及び出資金支出 0

貸付金支出 0

その他の支出 0

投資活動収入 1,131,024,601

国県等補助金収入 560,358,362

基金取崩収入 569,122,239

貸付金元金回収収入 60,000

資産売却収入 0

その他の収入 1,484,000

投資活動収支 △ 2,446,317,882

【財務活動収支】

財務活動支出 1,230,404,436

地方債等償還支出 1,039,642,484

その他の支出 190,761,952

財務活動収入 1,412,787,503

地方債等発行収入 1,287,741,000

その他の収入 125,046,503

財務活動収支 182,383,067

290,221,191

832,251,995

△ 9,014,969

1,113,458,217

前年度末歳計外現金残高 1,672,762

本年度歳計外現金増減額 167,384

本年度末歳計外現金残高 1,840,146

本年度末現金預金残高 1,115,298,363

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高

連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



*出力条件

*会計年度 ： H29

*出力帳票選択 ： 財務書類

*団体区分 ： 連結

*団体／会計コード ：

*出力範囲 ： 年次

*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 13,691,452,280

業務費用 7,290,700,569

人件費 2,264,353,026 　

職員給与費 1,957,444,234

賞与等引当金繰入額 123,362,010

退職手当引当金繰入額 2,201

その他 183,544,581

物件費等 4,670,201,495

物件費 2,201,546,897

維持補修費 89,109,649

減価償却費 2,194,291,980

その他 185,252,969

その他の業務費用 356,146,048

支払利息 160,826,602

徴収不能引当金繰入額 7,504,197

その他 187,815,249

移転費用 6,400,751,711

補助金等 5,862,347,450

社会保障給付 519,637,428

他会計への繰出金 0

その他 18,766,833

経常収益 1,808,976,090

使用料及び手数料 413,842,474

その他 1,395,133,616

純経常行政コスト △ 11,882,476,190

臨時損失 130,316,530

災害復旧事業費 130,300,970

資産除売却損 0

損失補償等引当金繰入額 0

その他 15,560

臨時利益 17,205,271

資産売却益 0

その他 17,205,271

純行政コスト △ 11,995,587,449 △ 11,995,587,449 0

財源 13,620,895,476 13,620,895,476 0

税収等 8,721,966,423 8,721,966,423 0

国県等補助金 4,898,929,053 4,898,929,053 0

本年度差額 1,625,308,027 1,625,308,027 0

固定資産等の変動（内部変動） 1,092,950,069 △ 1,092,950,069

有形固定資産等の増加 2,522,516,308 △ 2,522,516,308

有形固定資産等の減少 △ 2,497,534,746 2,497,534,746

貸付金・基金等の増加 1,704,876,562 △ 1,704,876,562

貸付金・基金等の減少 △ 636,908,055 636,908,055

資産評価差額 0 0

無償所管換等 39,455,758 39,455,758

他団体出資等分の増加 0 0

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 △ 7,409,769 △ 7,409,769

その他 △ 293,831,440 △ 293,624,000 △ 207,440

本年度純資産変動額 1,363,522,576 838,781,827 532,150,518 △ 7,409,769

前年度末純資産残高 56,603,496,479 70,422,046,360 △ 13,818,549,881 0

本年度末純資産残高 57,967,019,055 71,260,828,187 △ 13,286,399,363 △ 7,409,769

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト及び純資産変動計算書連結行政コスト及び純資産変動計算書連結行政コスト及び純資産変動計算書連結行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額

金額

固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分




















